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登録異議の申立て・審判等 

 

不使用による商標登録の取消しの審判及び商標法に規定する審決取消訴訟に関し、次

のうち、正しいものは、どれか。 

ただし、マドリッド協定の議定書に基づく特例は考慮しないものとする。 

 

１ 不使用による商標登録の取消しの審判の請求に係る登録商標が、ローマ字からなる

場合において、当該商標権の通常使用権者がその審判の請求の登録前５月から継続し

て日本国内において、その請求に係る指定商品についてその登録商標を片仮名で表示

した商標を使用していることを被請求人が証明すれば、その商標登録はその審判にお

いて取り消されることはない。 

２ 不使用による商標登録の取消しの審判の請求人は、その審判の請求に係る指定商品

が「被服」及び「履物」の場合、その審判の審決が確定するまでに、当該指定商品の

うち、「被服」について審判の請求を取り下げることができる。 

３ 不使用による商標登録の取消しの審判において、被請求人が、その審判の請求に係

る指定商品についての登録商標（色彩のみからなるものを除く。）に類似する商標で

あって、色彩を登録商標と同一にするものとすれば、その登録商標と同一の商標であ

ると認められるものを使用していたことを証明しても、商標登録の取消しを免れない。 

４ 不使用による商標登録の取消しの審判の商標登録を取り消すべき旨の審決に対す

る審決取消訴訟において、原告（審判被請求人）は、審判において提出できたにもか

かわらず提出しなかった当該登録商標が審判の請求の登録前３年以内に通常使用権

者によって使用されている事実を、新たな証拠として提出し、使用の事実を立証する

ことができる。 

５ 不使用による商標登録の取消しの審判につき、請求が成り立たない旨の審決に対す

る審決取消訴訟において、裁判所は、原告（審判請求人）の請求を理由があると認め

るときは、当該審決を取り消すだけでなく、当該商標登録を取り消すべきことを特許

庁長官に命ずる判決をすることもできる。 
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正答率 70.1％ 

正解４ 

 

１ × 商 38 条４項かっこ書、商 50 条２項 

商 50 条１項の審判の請求の登録前３年以内に日本国内において通常使用権者等がそ

の請求に係る指定商品等のいずれかについての登録商標の使用をしていることを被請

求人が証明すれば、その指定商品等に係る商標登録は取り消されない（同条２項）。こ

こで、本枝の場合、ローマ字からなる登録商標を片仮名で表示した商標が使用されてい

るが、当該文字の表示の変更により同一の称呼及び観念を生ずるか否かは不明であるの

で、登録商標の使用と認められないことがある（商 38 条４項かっこ書）。したがって、

その商標登録はその審判において取り消されることがある。よって、本枝は誤り。 

２ × 商 56 条２項参照 

特155条３項の規定は、商50条１項の審判には準用されていない（商56条２項参照）。

したがって、本枝の場合、不使用による商標登録の取消しの審判の請求人は、指定商品

「被服」及び「履物」のうち、「被服」について審判の請求を取り下げることはできな

い。よって、本枝は誤り。 

３ × 商 50 条２項本文、商 70 条１項 

商 50 条における「登録商標」には、その登録商標に類似する商標であって、色彩を

登録商標と同一にするものとすれば登録商標と同一の商標であると認められるものが

含まれる（商 70 条１項）。したがって、不使用による商標登録の取消しの審判において、

被請求人が、その審判の請求に係る指定商品についての登録商標（色彩のみからなるも

のを除く。）に類似する商標であって、色彩を登録商標と同一にするものとすれば、そ

の登録商標と同一の商標であると認められるものを使用していたことを証明したとき

は、商標登録の取消しを免れる（商 50 条２項本文）。よって、本枝は誤り。 

４ ○ 最判Ｈ3.4.23「シェトア事件」 

最判Ｈ3.4.23「シェトア事件」では、「商標登録の不使用取消審判で審理の対象とな

るのは、その審判請求の登録前３年以内における登録商標の使用の事実の存否であるが、

その審決取消訴訟においては、右事実の立証は事実審の口頭弁論終結時に至るまで許さ

れるものと解するのが相当である」と判示している。したがって、本枝において、原告

は、当該登録商標が審判の請求の登録前３年以内に通常使用権者によって使用されてい

る事実を、新たな証拠として提出し、使用の事実を立証することができる。よって、本

枝は正しい。 

５ × 青本特 181 条参照 

裁判所が具体的な行政処分をすべき旨の判決をすることは、裁判所が行政権を行使す

ることになるので認められない。例えば、商標登録を取り消すべき旨の請求の棄却の審

決に対する訴訟で審決の誤りが発見された場合、裁判所は商標登録を取り消すべきこと

を特許庁に命ずる給付判決をすることはできず、審決を取り消すという形成判決をする

ことができるにとどまる（青本特 181 条参照）。したがって、本枝において、裁判所は、

商標登録を取り消すべきことを特許庁長官に命ずる判決をすることはできない。よって、

本枝は誤り。 

 


